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Konrad Adenauer, the first West German Chancellor who was in office from 1949 to 
1963, is said to have sought nuclear weapons for his country. But the truth is not that 
simple. Adenauer had renounced production of ABC weapons at the time of the signing 
of the Paris Treaties in 1954, and he never stepped out of this pledge. Instead, he 
adjusted his country to the nuclear age within that limit. First he allowed the 
American troops in West Germany to bring in nuclear weapons almost without any 
system of prior consultation. Next he put his country into the NATO nuclear stockpile 
system, by equipping the West German Bundeswehr with nuclear capable weapons. 
The nuclear weapons(warheads) to these weapons were usually under the control of 
American troops, and were passed onto the Bundeswehr at wartime. He also responded 
positively to the NATO multilateral force (MLF) plans, but also never ceased to look for 
an ‘European option.’ The reason for this was that he thought in a world in which only 
the US and USSR possessed nuclear weapons, Europe will no longer possess the ability 
to decide its own fate, and may become an object of deals between the two superpowers.  
But the American reaction to the Franco-German Elysée Treaty showed how difficult 
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条約が署名されるまでに 2年近くかかり、それが 54年 8月に頓挫すると、もう一度今度は
西ドイツの NATO加盟と西欧同盟(Western European Union)加盟の交渉が行われ、実際に
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まなかった。7 月 11 日の英米仏外相会談の際に、ダレス国務長官からビドー仏外相とソー
ルズベリー英外相代行に対して、配備の予定が知らされた。アメリカは、この兵器に関して
も他の通常兵器同様、特段同盟国への通告を要するものとは考えていなかったが、外交上の











                                                   
6 Hans M. Kristensen and Robert S. Norris, “Global nuclear weapons inventories, 
1945-2013, Nuclear Notebook,” Bulletin of the Atomic Scientists, Vol. 69, No. 5(2013), 
pp.75-81. 
7 Robert S. Norris, William M. Aekin & William Burr, “Where they were,” the Bulletin 
of the Atomic Scientists, Vol. 55, No. 6, pp. 26-35. 
8 FRUS, 1952-1954, Vol.V, Part 1, Western European Security, Doc.227, 228.  
9 Bruno Thoß, Der Bundestagsausschuss für Verteidigung Bd. 2, Der Ausschuss für 






























内に配備された。1954年の原子力法(Atomic Energy Act) 改正により、それまで多くは米
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 西ドイツが主権を回復し NATO に加盟した 1955 年、NATO はアイゼンハワー政権の戦
略見直しへの対応のただ中にあった。アイゼンハワーの安全保障戦略見直しが米国内で








承認した。22その後も軍事委員会の検討作業は続けられ、55 年 9 月には MC48 に続く、
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 MC48、48/1 の採択は、NATO の考え方が転換したことを示すだけであり、実際にそれ
を兵力や作戦にどう反映させるかという検討作業は、ここから始まったと言ってもいい。56
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い出すために 50 万人の西ドイツ連邦軍が必要であり、西ドイツの加盟により NATO の前
方防衛が可能になり、西ドイツが核戦争の戦場にならずに済むようになる、と力説してきた。
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ード危機」であった。1956 年 7 月 13 日、米ニューヨーク・タイムズ紙は、統合参謀本部
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同じころ中東では、別のナショナリズム運動が国際問題化し始めていた。7 月 26 日、エ
ジプトのナセル大統領がスエズ運河国有化を宣言した。エジプトでは、1952 年に王制がク
ーデターで転覆されて共和制が成立しており、ナセルは 1954 年に大統領に就任していた。
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作戦が続く中、運河をめぐって英仏とエジプトはぎりぎりの交渉を続けたが、11 月 5 日に
は、ついに英仏軍も軍事作戦を開始した。ハンガリーでは、11 月 1 日にイムレ・ナジの政
府がワルシャワ条約機構からの脱退とハンガリーの中立を宣言した。当初軍事介入に消極
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 この日幹部会にアデナウアーは、予定されていた 18 か月の兵役の代わりに 12 か月の兵
役でスタートすることにしたことを告げた。アメリカ側からは再三、18 か月兵役を期待し










 1956年 12月 11日から、毎年恒例の北大西洋理事会がパリで開催された。スエズ危機の
展開を受けて、集まった首脳たちは、NATO が大きな危機を迎えていることを認識してい
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1958 年にドゴールがカムバックしてから 63 年にアデナウアーが引退するまでの独仏関
係は、それまでともその後とも全く違う、特殊な時期となった。この間に、ベルリン危機・
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を EEC に受け入れ、MLF 提案を受け入れて、NATO の枠内で許される限りにおいて、戦
略核に関わることが、唯一ドイツに与えられた現実的な可能性であると感じていた。確かに
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り、相互に抑止状態になるほどに、アメリカが核の盾の後ろに隠れて、ドイツを東側に売り
渡してしまうのではないか、核戦争の危険を冒してまで、西ドイツを守ろうとしないのでは
ないか、米ソが核を持つ国として手を握ってしまえば、ヨーロッパの政治的発言力は地に落
ちてしまう、というような心配が、彼の心の中で幾重にもとぐろを巻いており、死の直前ま
で彼はその懸念を機会あるごとに口にし続けた。  
 アデナウアーのキャリアの終わりは、対米関係を優先させる道を西ドイツの指導層が選
んだことの反映であり、その後も独自核、もしくは欧州核のオプションの可能性は残ってい
たものの、そのことで対米関係を危険に晒すというところまでは行かなかった。フランスと
の協力による西ドイツ独自核保有というオプションは、緊密な独仏関係の向こうにちらち
らと見えていた蜃気楼のようなものでしかなかった。それが具体的な計画まで至る可能性
は、63年に消えたと言っていい。シュトラウスとその周辺の CDU右派勢力は 70年代まで
一定の勢力を保ち、NPT 締結にも抵抗したが、彼らが多数派になる可能性は、時を追うほ
どに小さくなっていった。NPT締結の際、「ヨーロッパ・オプション」が問題になったのが、
ドイツが仮定的な核保有を念頭に取った最後の行動といえるかもしれない。 
アデナウアーが呈した拡大抑止の信頼性に対する不安という問題は、今日なお潜在的に
非核保有国が抱え続けている問題である。しかし、ドゴールとアデナウアーがアメリカから
ある程度の独立性を保ちつつ、核オプションを持ち続けるために払ったコストを眺めると、
核時代における国家主権というものが、19 世紀的国家主権とはかなり違うものになりつつ
あり、そのビジョンを維持することには並々ならぬコストがかかることを示唆しているの
ではないだろうか。 
